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女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画 

 

 

 計画の基本的な考え方 

 

１ 計画策定の趣旨 

  近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性の個性と能力

が十分に発揮されることが一層重要となっていることから、女性の職業生活におけ

る活躍を推進し、豊かで活力のある社会の実現を図る目的で、平成２７年８月に「女

性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法。（以下「法」と

いう。））」が成立しました。 

この法は１０年間の法で、国や地方公共団体の女性の活躍は、一般事業主に対し

率先垂範する観点から、女性の採用・登用の拡大や仕事と生活の調和（ワークライ

フバランス）の推進に積極的に取り組む必要があるとされ、地方公共団体は、自ら

も事業主（特定事業主）として、女性の活躍に関する状況の把握及び分析を行い、

定量的な目標や取組内容を「特定事業主行動計画」として策定し、公表することと

なりました。 

東海市等においても、子育て・教育、介護・医療、まちづくり等、住民生活に密

着した行政を担っており、従来の定型化された仕組みに対し、女性の柔軟な発想が

求められていることからも、積極的に女性職員の活躍を推進するため、法第１５条

に基づき、行動計画を策定するものです。 

 

２ 計画期間 

  この計画は、平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日までの５年間としま

す。 

  法は、平成２８年度から平成３７年度までの１０年間の時限法ですが、前期期間

を平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日までの５年間、後期期間を平成３

３年４月１日から平成３８年３月３１日までの５年間とします。 

 

３ 計画の推進体制 

  この計画を効果的に推進するため、毎年、行動計画の進行状況や数値目標の達成
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状況の点検等を行い、推進に当たっての課題の検討や実施に向けた取組みを行い、

計画の推進に関する庶務は、東海市企画部職員課が行います。 

 

 現状分析と数値目標 

 

１ 現状分析 

  法及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事業主行動

計画の策定等に係る内閣府令に基づき、女性職員の状況を把握し、改善すべき事情

について分析を行いました。 

  女性職員の採用割合 

   継続勤務年数の男女差 

   超過勤務の状況 

   管理職の女性割合 

   各役職段階の職員の女性割合 

   男女別の育休取得率・平均取得日数 

   男性の配偶者出産休暇等の取得率・平均取得日数 

   が男性職員を上回っていること につい

ては若干女性が下回っているもののそれほど差異はないこと、 年間３

００時間を超える職員が３割弱であること

ついては男性の育児参加休暇の取得率が低いことが分かりました。 

 

２ 数値目標 

  現状を把握し、改善すべき事項について分析を行った結果、女性職員の活躍を推

進するため、次のとおり目標を設定します。 

  管理職以上（主幹職以上）に占める女性職員の割合 

   平成２７年度の２２．６％を平成３２年度には２５．０％以上にします。 

  男性の育児休業取得率 

   平成２６年度の０％を平成３２年度には１３．０％以上にします。 

  男性の育児参加休暇の取得率 

   平成２６年度の３．９％を平成３２年度には５０．０％以上にします。 
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 計画の具体的な取組内容 

  数値目標の達成、その他女性活躍支援施策の推進にあたり、次に掲げる取組みを

実施します。 

 

１ 採用 

  出産、育児、介護等を理由として退職した女性の再度の活躍を支援するため、

経験者採用を検討し実施します。 

  大学等の採用説明会において女性職員を積極的に派遣し、女性の視点から見た

業務のやりがいを説明するなどし、女性志望者の拡大を図ります。 

  採用試験時の面接官に女性職員を配置し、女性目線による採用を行います。 

 

２ 女性職員のキャリア形成支援 

  組織視点とともに自身の職業的成長の視点からキャリアデザインすることの重

要性を認識させるため、キャリアデザイン研修を実施します。 

  女性管理職がワークライフバランスやダイバーシティ等を理解した上で働き方

について見つめ直し、家庭と仕事を両立することができるよう女性役職者研修を

実施します。 

  女性幹部職員を育成するため、自治大学校の女性幹部養成支援特別課程への研

修派遣を実施します。 

  女性職員の育成を図るため、財政、企画、対外折衝、危機管理等マネジメント

能力が必要とされる多様な部署に積極的に配置します。 

  人事考課等の評価を考慮のうえ、創造性と改革意欲のある女性職員の登用を積

極的に推進します。 

 

３ 勤務環境・ワークライフバランス支援 

本項目については、次世代育成支援対策推進法における特定事業主行動計画と一

部重複します。 

  育児休業中の職員に対して、当該部署から休業期間中の会報誌や通知の送付等

を行い、さらに定期的に情報交換を行う等、休業中の職員への支援に努めます。 

  育児休業から復職する際、職員の不安を取り除きスムーズに職場復帰するため

に、復職前に所属長における職員の子育て環境の確認、職員交流会や復職前研修

を実施します。 
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  育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援策として、育児休業職員の復

帰時段階的出勤制度を実施します。 

  子育てを行う職員が、子育て、仕事、キャリア形成などの相談ができる環境を

整えるため、職員サポーター制度を試行導入します。 

 子どもの出生に伴う父親の特別休暇（配偶者出産休暇）、妻の産後等の期間中

に伴う父親の特別休暇（育児参加休暇）について周知し取得の促進を図ります。 

  育児支援制度ハンドブック等を使用し、育児休業等に関する制度、育児休業の

取得手続や経済的な支援等について情報提供を行うとともに、人事担当部署等に

おいて、随時相談に応じます。 

 ノー残業デーの徹底、事務の簡素合理化の促進、超過勤務の縮減のための意識

啓発等を行い、超過勤務の縮減に努めます。 

 職員の心身の健康増進、家庭生活における諸事に参加する環境を醸成するため、

年次休暇の取得促進を図ります。 

 職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正のための取組みとして、

全体研修等において、女性の活躍推進やワークライフバランスの推進に向けた意

識啓発や研修を実施します。 

 

 


